
小田急線騒音被害等責任裁定申請事件 

  （平成４年（セ）第１号・第２号・第３号・平成５年（セ）第１号・平成６年（セ）第１号・第２

号・第３号・平成８年（セ）第２号・平成９年（セ）第１号・第２号・第３号・第４号・第５号・第６

号事件・平成１０年（調）第１号事件） 

  

 （１） 事件の概要 

 平成４年５月７日，東京都世田谷区の住民ら３２５人から，小田急電鉄株式会社を相手

方（被申請人）として，責任裁定を求める申請があった。 

 申請の内容は以下のとおりである。被申請人は，小田急小田原線において鉄道事業を

営むものであるが，昭和３２年頃から，車両のスピードアップ，増発，営業時間の延長な

どにより騒音，振動及び鉄粉じんによる被害を沿線住民に及ぼしてきており，このため，

申請人らは睡眠を妨げられ，日常生活における会話や電話，テレビ・ラジオ等の聞き取り

にも不自由し，不快感，不安感（いらいら）等を感じるほか，屋根瓦のずれ等の物的被害

も生じており，これらは受忍限度の範囲を超えた違法なものである。これらを理由として，

被申請人に対し，申請人１人につき，（１）平成元年５月８日（本裁定申請日の３年前）か

ら４年５月７日（本裁定申請日）までの損害に対する賠償として，金５０万円及びこれに対

する裁定申請書送達の日の翌日から支払完済の日まで年５％の割合による遅延損害金

の支払，（２）４年５月８日（本裁定申請日の翌日）から本件公害による被害が解消される

まで，１日当り金５００円の割合による金員の支払を求めるというものである。 

 その後，同一原因による被害を主張する小田急小田原線沿線住民から，平成４年７月

以後，１３回にわたり計４３名の参加の申立てがあり，裁定委員会はこれを許可した。な

お，平成１０年２月の審問終結までの間に，申請人５９人及び参加人４人から申請の取下

げがあり，申請人及び参加人は３０５人となった。 

 （２） 事件処理の経過 

 公害等調整委員会は，本事件の責任裁定申請を受け付けた後，直ちに裁定委員会を

設け，２７回の審問期日及び２回の証拠調期日を開催し，平成１０年２月２４日，話合いに

よる解決の余地を残しながら，審問を終結した。その間，申請人居宅等について６年５月



に騒音測定を，７年５月に振動測定を，その後の参加人居宅等について９年３月及び６

月に騒音・振動測定をそれぞれ実施するとともに，６年１１月には騒音に関する専門委員

を，７年３月には振動に関する専門委員を選任して，それぞれの専門分野について意見

を求めるなどし，裁定手続を進めてきた。 

 裁定委員会は，申請人らにとって生活環境の悪化を改善することが真の問題解決につ

ながることを考慮し，審問終結後の平成１０年４月６日，本事件を公害紛争処理法第４２

条の２４第１項の規定により職権で調停に付し，小田急線騒音被害等職権調停事件（平

成１０年（調）第１号事件）として，自ら処理することとした。４月２１日開催の第１回調停期

日において両当事者に対して同法第３４条第１項の規定に基づき，３１日間の期間を指

定し別記１の調停案の受諾を勧告した。 

 この結果，期間内に受諾しない旨の回答がなかった申請人ら７８人と受諾する旨を回答

した被申請人との間で，同法第３４条第３項の規定により調停案と同一の内容の合意が

成立したものとみなされ，同法第４２条の２４第２項の規定によりこれら申請人らの責任

裁定の申請については取り下げられたものとみなされ，事件は一部終結した。 

 また，期間内に受諾しない旨の回答があった２２７人の申請人らについては同法第３６

条第２項の規定により調停が打ち切られたものとみなされ，裁定が行われることとなった。

その後，申請人ら３人が責任裁定申請を取り下げたため，残る２２４人の申請人らについ

て，平成１０年７月２４日，これら申請人らの請求を一部認容し，その余の申請を却下ある

いは棄却する裁定が行われ，本件は終結した。 

 裁定書の全文は別記２のとおりである。 



 



 



 



 

 



 



 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 


